
 

（別記様式第３号） 

  年  月  日 

  

報告者（事業主） 所在地 郵便番号             

             

 

名称                   

 

代表者氏名                

 

 

育児休業取得に関する報告書 

 

 

１ 奨励金の支給に係る事項 

①事業主の概要 設立年月日・業種  年  月  日     業 

常時雇用労働者数     人 

②育児休業を取得し

た男性の労働者が勤

務する事業所 

所在地 

名称 

常時雇用労働者数   人 

③男性の労働者の育

児休業取得状況 

労働者の役職・氏名  

子の生年月日     年  月  日 

育児休業 

取得期間 

    年  月  日から 

  年  月  日まで 

④添付書類 ・育児休業に関する就業規則又は労働協約等の写し 

・雇用・新潟暮らし推進課の所管する企業間ネットワークの参加

登録申込書の写し 

・一般事業主行動計画策定届(変更届)の写し（都道府県労働局長へ

届け出て、受付印の押してあるもの）等 

・出資状況を確認できる資料（国又は地方公共団体が資本金を出資

している法人に限る。） 

・資金収支内訳書等、直近の決算状況を確認できる資料 

（事業の運営のために必要な経費を国又は地方公共団体からの交付

金又は補助金等によって得ている法人に限る。） 

・ホームページにおける会社概要その他の労働者が勤務する事業

所の存在及び事業主と事業所の関係が対外的に周知されてい

ることを確認できるもの 

・職場研修の実施に関する報告書（別記様式第４号） 

（注意事項） 

・この様式は、申請者を雇用する事業主が記載してください。 

 

※裏面にも記載あり 



２ 暴力団排除に関する誓約（以下の事項を確認のうえ、□にレを記入してください） 

 

□当法人及びその役員等は、次のいずれにも該当しません。  

(1) 暴力団（新潟市暴力団排除条例第 2条第 2 号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）  

(2) 暴力団員（新潟市暴力団排除条例第 2 条第 3号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  

(3) 役員等（法人である場合は役員又は支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の

責任を有する者をいい、法人以外の団体である場合は代表者、理事その他これらと同等

の責任を有する者をいう。）が暴力団員であるもの  

(4) 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与しているもの  

(5) 当法人、その他の団体又は第三者の不正の利益を図る目的をもって、暴力団又は暴力団

員を利用しているもの  

(6) 第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用しているもの 

(7) 暴力団又は暴力団員に対して資金を提供し、又は便宜を供与するなど直接的又は積極的

に暴力団の維持運営に協力し、又は関与しているもの  

(8) その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有するもの  

  

□上記誓約事項の確認のため、関係書類にある情報をもとにして、新潟県警察本部に照会が行

われる場合があることに同意します。  

 

３ 記載者及び連絡先 

所属  

役職名       氏名 

電話番号                

Ｅメールアドレス 

 


